
様式第3(第5条第2項関係)

項目
金額
備考


第1年目
第2年目
第3年目
第4年目
第5年目



年 月 日

～

年 月 日
年 月 日

～

年 月 日
年 月 日

～

年 月 日
年 月 日

～

年 月 日
年 月 日

～

年 月 日


営業損益
事業損益
事業収入

契約料

利用料

放送料

放送番組制作料

放送番組売上料

その他
千円
千円
千円
千円
千円
　



事業費用

　電気通信役務利用費　　　　　

番組制作費

番組購入費

道路占用料

電柱等使用料

人件費

販売費

管理費

減価償却費

その他
　
　
　
　
　
　


事業外損益
事業外収入
　
　
　
　
　
　



事業外費用
　
　
　
　
　
　


計
　
　
　
　
　
　

営業外収入
　
　
　
　
　
　

営業外費用

支払利息

その他
　
　
　
　
　
　

経常損益
　
　
　
　
　
　

特別損益
　
　
　
　
　
　

税引前当期損益
　
　
　
　
　
　

法人税等
　
　
　
　
　
　

当期損益
　
　
　
　
　
　

当期未処分損益
　
　
　
　
　
　

　注1　消費税等の会計処理は税抜方式により記載すること。

　　2　事業損益の欄は、申請に係る電気通信役務利用放送の業務の損益を記載すること。

　　3　契約料(受信契約者が電気通信役務利用放送の受信の対価として受信契約の締結時に、一時金として支払う料金をいう。)、利用料(受信契約者が電気通信役務利用放送の受信の対価として支払う料金であって、契約料以外のものをいう。)、放送料(放送番組を提供する者がその放送番組の放送の対価として支払う料金をいう。)、放送番組制作料及び放送番組売上料の額について、その算出の根拠を記載した書類を添付すること。

　　4　電気通信役務利用費には、電気通信事業を営む者から電気通信役務利用放送に提供を受けている電気通信役務に係る費用を記載すること。

　　5　減価償却費には、工事負担金の全部又は一部を法人税法(昭和40年法律第34号)第45条の規定に基づいて損金の額に算入する場合は、分配施設の取得に要する有効かつ適正な支出の額から当該損金の額に算入する工事負担金の額(以下「圧縮額」という。)を控除した額をもってその取得原価とみなして算出する額を計上すること。この場合において、備考の欄には、圧縮額を記載すること。

　　6　事業費用の備考の欄には、線路、機器等主たる減価償却資産の耐用年数及び償却方法を記載すること。

　　7　申請に係る電気通信役務利用放送の種類が有線役務利用放送であって、テレビジョン放送(放送法の規定により行われるテレビジョン放送を含む。)の受信障害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、その解消を図るため受信障害が発生し、又は発生するおそれがある地域のみを業務区域として業務を行う場合(受信者の団体が設備を設置し、同時再送信のみを行う場合に限る。)であって、原因者が業務の運営に要する費用の全額を負担する旨の契約(年ごとの業務の運営に要する費用の額及び支払の時期が明らかにされているものに限る。)が受信者の団体と原因者との間で締結されているときは、当該契約書の写しの提出をもって本様式の記載に代えることができる。

　　8　申請の際現に有線テレビジョン放送法(昭和47年法律第114号)第3条第1項の規定による許可を受けている者であって、同条第2項の規定に基づき提出した有線テレビジョン放送法施行規則別記第1の様式記7「事業収支見積り」に変更を加えない場合にあっては、備考の欄にその旨を記載し、本様式については記載を要しない。契約書に係る契約の内容に変更がない場合にあっては、備考の欄にその旨を記載し、本様式については記載を要しない。

　　9　記載した事業収支見積りのほか、将来の経理的基礎の見通しについて参考となる事項のあるときは、これを備考の欄に具体的に記載すること。ただし、記載した事業収支見積りでは差引欠損金を生じる場合であって、累積欠損金がなくなるまでの間の事業収支見積りを記載するときは、別紙に記載すること。


